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1B11 大型研究開発プロジェクトの 評価基準 

0 飯田喜 哉 ( パ、 ンフィッ ク ・ベイスン ) 

    はじめに ( 研究開始のアビールに 代えて ) 

[ 研究の背景 ] 

1997 年 11 月に京都で開催された     7:" Inte Ⅴ natlonal Forulm on Technlo10 紐   
Mlanagement" において、 「地震予知」、 「常温核融合」、 「第五世代コンピュータ」 、 

「国際 熱 核融合 炉 」 の四大型研究開発プロジェ ウト のケーススタディを 通じ、 大 
型研究開発プロジェクトの 評価基準に関する 予備検討を報告した 1 ) 。 ( 東大地球 
惑星物理学科大学院のロパート・ゲラ 一 助教授 [ 当時 1 と共同研究 ) 。 既に 96 年 7 
月に閣議決定された 科学技術基本計画に 「評価の基本的な 考え方」 が示されてい 
る 。 この中で 「特に大規模かっ 重要なプロジェクトについては、 研究開発を実施 
する主体から 独立した形で 評価」 する方針が打ち 出されており、 更に 「評価の実 
施 方針の在り方についての 大綱的指針」 が 97 年 8 月に総理大臣決定されている 
2 ) 。 これを受けてわが 国の一部公的機関の 中では、 外部評価委員会に 委嘱した 
評価に着手し 始めたところもあ る 3 ) 。 しかし、 われわれはこの 分野の方法論に 
関しては、 わが国はもとより 海外でもまだ 十分な検討がされている 段階ではない 
という見解を 持っている。 そこで今回は、 前回報告したケーススタディの 手法で 
対象ケースを 今後拡大して 行くに当たり、 作業の枠組みを 説明する。 更に、 前回 
ケーススタディの 概要紹介とその 後の推移を略記し、 現在検討中の 作業仮説を提 

示する。 未熟な点が多々あ るのは自党しているが、 研究評価方法に 関心を持って 
おられる方々のご 批判を仰ぐことにしたい。 
[ 研究の手法と 目的 ] 

過去 ( 及び一部現在進行中 ) の大型研究開発プロジェクトの 成果あ るいは目標 

達成度を、 ケーススタディの 手法で評価する。 評価は可能な 限り、 公表された 複 数の専門家の 評価を集積し 体系化することによ り プロジェクトが 成功するため 

の条件を抽出することを 目的とする。 
[ 対象とするプロジェ ウト の定義及び範囲 ] 
当面、 自然科学，技術の 公的研究開発プロジェクトを 対象とする。 大型とは、 

総予算、 投入人員、 期間に関して 言うが、 相対的な呼称であ る。 ケースとして 取 
上げるプロジェクトの 選択は、 現在のところはかなり 怒意 的であ り、 かつ著者の 
素養の関係で 内容としては 物理学関連分野に 偏った結果となっているが、 今後 
種々のカテゴリーから 一定の基準で 体系的にサンプリンバすることが 望ましいと 
考えている。 

[ 成果の判定方法 ] 
当然、 プロジェク トで設定した 目標の達成率を 第一に考慮し、 第二に成果と 投 

入した資源の 対比、 第三に波及効果、 すなわちその 分野の科学・ 技術水準に対す 
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6 7 シ バク トや 、 社会に対する 貢献またば京城 を考 臆する。 今後研究の進展 fd) 油 
種で、 これらの 評 価億床を指 棋 化する計画だが、 現状 は 定性的評価であ る。 
[ 本研究の枠組みにおける 間祝 点 ] 
上記の砕 租 みで研究を進めて 行く上．で、 俺 つがの問題点が 考えち ， れる。 
① 一つのプロジェクトは ， 当然それ・自体 単 ・独で存在する 毛， のではなく、 そ 0) 

国 に 固有な研究 憶 理体制・ 研究者社会の 文化・ その時代の社会通念等、 種々 
外的要因の形丑の 下で・ 目楳 、 スケジュールが 設定され、 実施され、 終了する。 
これらの 形 % を棄却して、 画一的に成果判定をずるべきではないとする 考え方 
もあ りえよう。 端的な例を挙げれば、 本来の A という 目棋 設定では予算が 獲 
侍 臣捷 なプロジェクトを、 予俺 の 獲億が 容易な B という 目抹 設定を仮に掲げ 
で 実施し、 轄巣 として A が達成されれば、 それは成功であ るとする考え 方で 
あ る。 研究者のモラルの 頽廃といえばそれまでだが、 干拓 が荻待 できなければ 
成果 は 出しょうが無いというぬ 蓋もあ る。 従って・ 本研究は、 「 肇 ましい研究 
苦 理体制Ⅰ という 緩話 と平行して進める 必要があ る。 
め （ 上記項目と開達するが、 「プロジェク ト研究Ⅰ は 「経常研究Ⅰ ( 人によって   

ば 「定常研究Ⅱ と対比してに 給される。 ただわが国の 大型プロジェクトは 、 
地圧予知研究プロジェクトに 代表されるように、 桂轄た 長期化し、 かつ 予笘     配 
分も拡散して 多 放の研究室が 広く悪恵を受ける 牡造 になっているため、 実株に 
担当する諸研究 枝閏 にとっては、 実父的に 「経常研究」 となっているめ 合が多 
い， これはプロジェクトのメンバーが 通常すべて終身Ⅰ用の 公務 俺 であ るとい 

ぅ車構は 起因するものであ る。 このようなケースを、 明確な目橡を 設定して資 
  源を集中し、 完了と共に解散する、 いわゆる典型的なプロジェクトと 同一の 枠 
組みで考えるべきかどうかという 南君があ る。 

， ・ ⅡⅩ し   上記の例のような 援堵た 長期のプロジェクトは、 5 年程度の車位の 計画が 

終了した後、 引き続き次期の 計画がスタートするのが 通例であ る。 ( 従って完 
了報告何が出ない 前に， 次期の計画は 作成され・でいる。 ) 形式的に言えば、 ケ 
- ススタディの 対象となるべき 正式データが 欠如しているり 合が多々あ る。 
り (( Ⅱ Ⅰ     今後 わ ;6 。 国でも大型研究開発プロジェクトに 対して、 外部評価委二会によ 

る 評価が 妖次 集積され・ これ ば 当然本研究においても 仮伎克て 依拠すべき資料 
になる ぼ ずであ る。 ただ評価 は 善うまでもなく、 「誰が評価しだか」 ( 更に言え 

ぼ 「評価委 仮 が い かなる基準で 選定されたか J) が 仮も問題になる。 外部評価 
委 交会の 辞価 報告を改めて 評価する 作棄 が必要になるま 態も考えられる。 

上記のような 向訂点は あ るが、 今回の報告はまず 現在の袴 紐 みで検討を行ない、 
今後これらの 商 五点も考ぬ た 入れた 砕偲 みに発展させることを 目指したい。 

， ; . 前回報告の険要・ ゑぴ 各ケ @ スに関するその 後の評価の推移 
( 読者の理解が 容易なように、 1. 耳 "l 、 M 報告の仮 要 、 及び取上げた 各プロジェク 
トに閏 する報告時点以後の 車 若 な推移について 略記する， 前者に関しては、 引用 
又 調も含め 群 しぐは 1 } を 参照。 ・ ) 
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公的支援に基づくス 型研究開発プロジェ ウト を見直すのは ， プロジェ・ クト の目 
標 が 非現実的であ ることが明らかになっため 合でも 使 めで困難であ る。 従って こ : 
のような大型プロジェクトⅡ始に 先立って、 評価の球 準 と手緩さを確立すること 
が至要であ る。 この目的の下に 以下、 「地皮予知Ⅱ 「常温接敵 合 J 。 ゲ 第五世代 コ 
シ ピュータ」，「 国 腺熱 稼 Ⅱ 合炉 」 の四大型研究開発プロジェクトのケーススタチ 
ィ を紀ず。 

① 地理予知 

地震予知研究は 既に一世紀以上の 歴史があ るにも 撰 わらず、 これという 鬼展 
を見ていない。 19) 卸 ) 年代初頭には 経験的な地 珪 予知の可能性が 拮 じられてお 
り、 穏 6 ノ 年に坪井 簗が 提出したいわゆる 「坪井 甘ヰ 」 が 抽硅 となって、 19 冶 5 

年 4 月から 「地震予知研究計画」 が開始され、 1969 年 4 月に抗 始 した第こ 次 

計画以降から 「研究Ⅰ の文字が欠落して 第七次まで推移しており、 年 曲子 コは 
研究黄の人件費も 含めると 147 億円に達している。 ( 「坪井打杵Ⅱ には。 「今後 
僅か数年チータを 蕃 枕することにより、 池ま発生と観沖される 諸現象間に 、 何 
ら がの意味のあ る相関を見つける 可能性は 稜 めて高い " …」 という意味の 記述 
がされている。 ) 遇云 20@ 年間に 湖 足技綺は飛 珪 的に進歩したにも 拮 わらず、 
大税 摸 地震の双兆として 提案された仮説は、 すべて厳密な 検証に耐え行るもの 
でばなかった ， プロジェクトは 中止， または見直すべきではないかという 手話 
が 多 く 出ており，「プロジェ． クトは 所期の目杖を 達成していない。 」 という 審乙 
会 苦辛 が 正正提出された ， 

ニコ要 - 廷 」四二至』 芝 
東海大地伎を 除き、 地 たの短期予知は 田無という見解の 下に、 地珪 予知計画 
は大餌に億 直された。 

示タ （   常温 舷臆吉 

i98 ョ 年 3 月 23 日、 ユタ大学のフライシュマン 客兵教授及びポンス 化学科 

主任教授は記者会見し、 「安価な装 宙 で、 常温 核臆含を 起こすご と 1;: 成功した。 」 

と 発表。 通常の電気化学反応で は 説明不可能な 大Ⅰの熱発生を 俺 粛 したと主張。 
同じ日に ブ リガム大学のジョーンズ 教授のグループもまた 記者会 且 ． し ・、 「重水と 
チタン 穏 捷から成る帝気化学芸仮で・ 技 % 台に特 紋 的な中性子規 涛に 成功した。 
われわれの研究は ユ タ 大 とば無関係の 独自のものであ る。 Ⅰ と発表。 これらの記 
者会見の発表内容 は 、 いずれもレフェリ 一のあ る学術推津 に柁城 されたものでは 
なかった。 時を移さず 綴 つかの若名な 研究 里が追 紋の成功を発表したが、 彼らの 
発表 は いずれも功を 焦るあ まり、 拳然 不可欠と考えられる 立木と軽水の 比較実検 
さえ 行 なれない内容だったため・ 破しい批判を 浴びる結果となった。 5 月にロス 
アラモス 匡立 研究所が主催した 「常温超低仮現 珠 ワーウショップⅡ では、 肯定的 
な括果ど 否定的な結果 が 共に報告された。 rr 月にはユタ外核性合・エネルギー 諮 
問圭角 会 ぼ臆 温枝捷合 研究支援に 500 万ドルの 予 ㌍を決定， 

ⅠⅠ 月に到って、 米国 ェ ネルギ一局エネルギー 研究諮問 委 文会は、 「 仁 気化学 接 
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宙から発生すると 報告さているエネルギー は ・常温 接 % 台によると認められない。 
常温 接 離合研究に今後公的 寅 金を投入すべきではない。 」 との報告を提出。 米国 
における 宙温超伝 ． 吋憶 ぎば 1 年半で終了した。 これはピア・ レビュー ど 公開封 

軒 がうまく 伎能 した良い例であ る。 しがし常温 超伝吋を僖じ ・ る 科学者はまだ 存在 
し ， 通産省ぼこの 方面の研究にまだ 経 税して予算を 付けているが、 恩近 97 年度 
で打ち切りを 決定したと報道されている。 

三 % 蓬旦 五重 - 
特記するべき 進展はない。   ポンスは私的なスポンサーを 待て ョ一 ロッ バ で 研 
究を荘 税しているといわれている。 

公 ゆ 第五世代コンビュー タ 

1950@ 年代から通産省はコンピュータ 産完の育成のため・ 開発資金の面で 技     
援 を行なってきたが、 19 帖 @) 年代からは直接コンピュータ 金葉の 弗 梵文博打ち 
切り、 ; ズ イバ - コシビュータ・プロジェクト」 ( 19)81 ～ 1989 、 1 「 5 億円 ) 等の 

より 塞珪 的な一連の大型研究用 発 プロジェクトを 次々に打ち出すように 成った   
現在までのところ、 「 丑碇 研究に 宙 低し、 人材の育成に 寅拭 した」 以外には、 
有用な成果体なかったという 評価がされているこれらの 一連の大型プロジェク 

・ トで 予算規 棋 正大てあ ったのが、 「第五世代コシピュータ ・ プロジェクトⅠ 

( 1985 ～ 199 ㎏ ,570 億 ) であ る。 開始時は世界中の 人工知能の注目を 集めたが、 
終了時点でぼ・ 専門家からの 評価は高いものではなかった。 

  そり世の推移 - """  " " 

( プロジェフト 自体の推移に 特記すべきものはないが、 I 且 TM での著者の薫 演 
で 海外からの参加吉から 枝も反Ⅰが多かったのは、 本 テーマであ る。 コンピュー 
タ分野の専門家以外 は 、 プロジェクト 開始時のセンセーショナル な反 Ⅰの印象の 
み記 伍していて、 専門まの何でぼとんど 一致している 失敗という評価をⅡいて 意 
外の感じを抱いた 人が多かったようであ る。 ) 
/ ⅠⅠ コ弔   、 田糠熱核 % 台 炉 (jTl 、 EK;) 

枝 敬白制御に関する 研究 は 、 第二次大戦直後から 開始された。 19955 年の バ 
バの 予言 は 、 「二十年以内に 絃葮 含の制御が実現ずるであ ろう。 」 というもので 
あ った。 穏 56 年に UC:RL のボストが表わした 総説に モ ・、 「今後二・ 三年以内 

に牡音 古制御に撰する 科学的。 技研的面互恵はすべて 克服されるというのを、 
わが国ば 確 催しでいる。 」 と述べている。 1958 年ジュネーブで 開催された原子 
力 平和利用金諾 以珪 、 本格的な稚気制御 棲甜 合の国恩共同研究が 開始され、 
i96i 年ウイーンで IAA L 国捺 原子力機構 ) が第 1 国を主催した 「プラズマ 物 
珪及び接敵古制 碑 面陳套 護 」 ぼ 19 泊 4 年には第 15 回目となった ， 約半世紀の 
間、 研究の主流ぱド @ ナツ型文理容器中に 磁気的にプラズマを 閉じ込める トカ 
マク 方式であ った。 しかし 蛙 合する他の方式も ぬ続 して研究されており、 トカ 
マウ 方式の実現住 を 疑問 規 する意見も強くなって 来ている。 ， 
                  年にレーガン、 ゴルパチョフのジュネ トブ における首脳会戦での 合意 ノ l Ⅱ プラズマの自己点火 ど 反応持続を開発目標とする 国蹄無核は合炉 
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(IT 互助 : プロジェクトが 開始された。 これは世界のトカマ ク 研究チ @ ム 0) 総 
力を結集し、 自己点火し制御され ， た ．出力を取り 出せる新しいトカマ ク 炉を建設 
。 する国際共同研究プロジェクトであ る。 1990 年にほ急設計を 完了し、 1992   年 
から 6 年間のエンジニアリンバ 投打 活勒が 開始され、 19998 年ば本来、 舌加国 
が、 ㍗ TE 化の建設の可否、 やるとすれば 何時、 どこに建設ずるがを 妓絡 的に : 決 

走 するばずの年であ った   建設 寅 の 臆 俺は約 1 兆円、 建設地点誘致を 希望 ず 
6 日本 は 約 7rU.% 負担を他の逼 加 国から期待されていたが、 財政再建を旗印に ， 
した牡羊肉 桶が 三年桶大型車乗 を弗始 しないと決定しただめ、 ITE 巾 も決定 延 
期を 余接なくされた。 

日出でも I,rER の誘致を強く 期待する声もあ り、 東大の宮教授 は ドアボロ 計 
画 がすべでのアメリカ 人にとってチャレンジであ ったよ う に・ IT 「 ER ブロジェ 
ウト も日本人にとってのチャレンジであ るべきだ。 -l と述べている。 
しかし東工大の 久武名 ミ 教授等のように・ ITER 建設は時期尚早であ ると 批 
判 する声も強い " 科学的に 億 大の問題点は、 これまでトカマク 研究チームを ぎ 
しめて来たプラズマの 不安定性が依然として 未解決な点であ るが、 技術的にも 

14%.,v の中佳子 藤束に 耐えられる容器の 材料が未開発な 点等が深刻であ ると 

されている， 

その後の推移 

1996 年 12 月に設 在 された ITER 計画 恕 談余 は 、 簗 10 回会合 ( 1998 年 3           

に 「 ね 歓会における 持点 のとりまとめと 今後の課題について」 と括する中油 と 

りまとめを行ない。 その後中断している。 その概要は下記の 通り ， 

「絃妓 合ヱネ " キーは 。 、 隷の持来 りェネ、 ルギー 滞 として有望な 還 択肢 。 その 
開 完の推進は遼 義あ 。 。 わが軍が " 遇 R 、 設宙国 となることは 意油大 。 i 兆円と 
推定される投資にっ。 ては十分な考察が 必要， 技笘 目標 ど 開発リスクとコスト 
の " ラ シスを取り・ 計画 牡毘 の 思 。 億が必要。 決 斯のためにほ 専門委黄金を 設 

け集蜻 :, て琵壷 検討する」 

上記の ケ相ス，ス ・ タヂィき 通じて祷られる 考案として・ 戒功していない 大型研 
究開発 プ白 ジェク ト における老大め 簡捷恵 は 。 行敵 担当者が科学と 技術の栢 垂 ムつ " @ ・ 、 井 "-  、 理無 " 一 !, の 小林 六つ ブ ゲし ・ 十寸Ⅰ （） 、 Ⅱ み 。 

% Ⅰ ア ， Ⅰ Ⅰ Ⅰ・ "m '"@ Ⅰ ; 何 ヰ @ 邑 。 。 ⅠⅠ Ⅰ 町 足 トヌ玉 

「プロジェク。 型 の 研究開発が戒功するだるの 必要条件 は 。 森本原理が辞萌さ 
れていで、 それを特定の 目的に向けて 応用するケースであ る。 これに反し‥ 塞 
圭 原理が解明きれで。 な 。 のに、 成立する保証がな。 壷 題を仮定して 実施する 儂 失 月 / ， @ 亡 Ⅰ ヰトたセ寸ァ 笘牡甲 Ⅰ - し Ⅰ l. 
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今後、 ケーススタディを 通じ、 この仮説の検証、 またほ新たな 追加ずべき仮 
説の可能柱を 検討して行く 予定であ る・。 

本研究に閉し 、 東ス 地球惑星物理学大学院のゲラ ー 教授に有用なコメントを 
頂いたことにめ 到する。 
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